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高齢化社会が直面する
2つの最優先経済課題

• 社会保障制度の財源

• 医療費の支出

本講演では、社会保障制度の経済的な効果

に主に焦点をあて、同様に重要な医療の問
題についても簡単に言及する
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概要（I）

• 社会保障に関する国際比較プロジェクトから
これまで何がわかったか：

– 制度給付と高齢者の就業

– 給付の変更 → 就業率の変化

– 就業率の変化 → 社会保障財政への含意
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概要（II）

• 現在のプロジェクトのトピック：

– 高齢者の就業と若年雇用の関係

– 社会保障給付と厚生

• プロジェクトから得られた知見の関連した含
意

– 高齢者の就業と若年雇用の関係

– 社会保障給付と厚生

• 医療 －簡単な考察
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広範な文脈

• 社会保障制度の変更に対する人びとの行動
変化に着目

• 留意すべき事項：
– 寿命の延伸と障害の減少

– 医療費と、将来の医療費を決めるうえで重要な
医療技術
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寿命が伸びると就業は低下

• 寿命の大きな伸び

• 障害の減少（米国及びおそらく他の国でも）

• しかし、ほとんどの国で高齢層の就業率は急
速に低下

• 加えて、多くの国で障害者の果たす役割は大
きい

• 就業率の傾向は将来反転する見通し
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年齢別 男性の2年以内の死亡確率
（縦軸：死亡確率、横軸：年齢）
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健康状態が良くない男性の割合
（縦軸：健康状態がよくない男性の割合、横軸：年齢）
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年齢別の障害給付を受給している男性割合（I）
（縦軸：障害給付を受給している男性割合、横軸：年齢）
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年齢別の障害給付を受給している男性割合（II）
（縦軸：障害給付を受給している男性割合、横軸：年齢）
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高齢男性（60～64歳）の就業率の推移（I）
（縦軸：就業率、横軸：年）
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高齢男性（60～64歳）の就業率の推移（II）
（縦軸：就業率、横軸：年）
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社会保障と就業（I）

• 最も重要な2つの社会保障規定

– 受給開始年齢

– 「保険数理上の調整」：

早期に引退した場合の給付削減

• 障害者制度と特別な失業プログラムも重要で
ある
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社会保障と就業（II）

• 就業を不利にすることが多い社会保障給付

－就業への課税
– 1年遅く引退することによって得られる給付の増
額は、1年早い場合の給付を相殺するのに充分
か？（保険数理上の調整）

• 就業への課税と高齢者の非労働力化率との
間にある強い相関
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早期引退年齢から69歳までの就業に対する合計税率（％）
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未使用労働力の割合と引退を促進させる税率との関係

（縦軸：未使用労働力の割合、横軸：税率）
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給付変更と就業（I）

• 例として、次のような場合を考える：

• 受給開始年齢を3歳引き上げ：

早期引退年齢・通常の引退年齢・障害給付
の受給年齢を含む 全ての受給開始年齢を
３歳引き上げる



Copyright D.Wise/IPSS Seminar 
2006

19

給付変更と就業（II）

• 保険数理的な公平性：

通常の引退年齢よりも早く受給したら給付を

（保険数理的に）減額し、遅く受給したら給付
を増額する
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ドイツの例： ベース（1992年以前）対 保険数理的調整
（縦軸：正規の支給開始年齢を100とする年金給付（基準値と調整後）、横軸：年齢）



Copyright D.Wise/IPSS Seminar 
2006

21

給付変更と就業（III）

• 一般的な改正： 各国で同趣旨の改正

– 早期引退年齢は60歳； 通常の引退年齢は65歳
– 65歳より前に受給を開始すれば1年ごとに6%の
減額、65歳より後に受給を開始すれば1年ごとに
6%の増額

– 65歳時点の所得代替率は、60歳時点の給与の
60% 
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ドイツの例： ベース（1992年以前）対 保険数理上の調整 対 一般的な改正
（縦軸：正規の支給開始年齢を100とする年金給付（基準値、調整後、一般的改正）、横軸：年齢）
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高齢者就業の減少率(%)
ベース 対 受給開始年齢の3歳引き上げ
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給付の改正が持つ
財政面での大きな意味

• 受給資格年齢の3歳引き上げ

• 保険数理上の調整

• 一般的な改正

• 検討：

（政府の給付支払いの減少）－（税収入の増加）
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3歳引き上げの財政上の総効果（ベース費用に対する比率）(%)
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3歳引き上げの財政上の総効果（GDPに対する比率）
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保険数理上の調整の財政上の総効果（ベース費用に対する比率）(%)
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一般的な改正の財政上の総効果（ベース費用に対する比率）(%)
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1995年以来の就業の増加

• この逆転現象の原因は、多くの国で社会保障
給付の変更に求められる
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ここまでの確認（I）

• 急速な高齢化と健康の増進は

• 就労の長期化を意味するように思える

• しかし、高齢者の就業率は ほとんどの国で最近ま

で下がり続けている

• 就業率と社会保障の給付は密接に関わっている

－（特に）受給開始年齢と就労への課税が大きい

• 給付の変更は高齢者の就業率を高めることになろう

• 就業率が上がれば、社会保障財政には大きな効果
をもたらすだろう



Copyright D.Wise/IPSS Seminar 
2006

31

ここまでの確認（II）

• 従って、高齢化と健康寿命の延伸がもたらす
実際の影響は、社会保障制度の給付に依存
することになろう
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高齢者の就業と若年層の雇用

• 高齢者を退職させることは若年層の雇用拡大につ
ながるか？

• （退職者が増えれば）確実に社会保障給付が増える
ことになる。

• そのことは若年層への増税を意味することになる

• 人件コストが上昇し、若年労働力の需要が減少する
可能性がある

• 社会保障負担を引き上げてしまうので、若年層の雇
用を創出することはできない

• 経済の成長は「制限」できない
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積立、個人勘定、引退

• 米国では企業年金への拠出金のうち約85%
が個人勘定によるものであり、確定給付勘定
によるものではない

• 個人勘定の年金は、確定給付のような早期
退職のインセンティヴを与えない

• 人びとは長期間働くようになり、より多くの貯
蓄をするようになる
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補 足（I）

• 大きな不確実性

– 社会保障制度には自己調整規定が望まれる

• 将来の寿命の伸びは、過小推定されている
可能性あり
– Tuljapurkar(2005): 潜在的に大きな医療技術の

影響

– James Vopel による複数の論文

– 米国の系統的な下方推定
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補 足（II）

• 医療支出は、医療技術の進歩に大きく依存
する
– Kotlikoff-Hagist(2005)： 1970～2000年の

OECD10ヶ国における医療費上昇は、その89%
が給付水準の上昇によるものだった

– Newhouse(1992)
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医 療

• 医療技術の向上はコストを増加させる

• だが、医療費1ドルあたりではよりよいサービ

スを受けられることになる

• 人びとは自分で支払ってでも、医療費にお金
をかけたくなるだろう。人びとはより質の高い
医療サービスのほうを好むからである。



Copyright D.Wise/IPSS Seminar 
2006

37

就業の長期化と貯蓄の増加

結論：

• 全ての国の人びとは、社会保険料と増大する医療
費を支払うために より長い期間働く必要が出てくる

だろう

• 人びとが長い期間働くようになることは、GDPの増

加を意味し、従って、より多くの高齢者とより増大し
た医療費が賄われうることを意味する

• そして、就業している間に一層の貯蓄をしなければ
ならなくなるだろう
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高齢者の就業を促進するために

• 年金制度の給付が早期引退のインセンティ
ヴを与えることによって就労を阻害してしまわ
ないように保証する必要がある

• 労働市場から徐々に引退することを可能にす
るような働き方の奨励
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